　　　　　　　　　　　　       機械賃貸借契約書

第１条　株式会社山田工業（以下「甲」という。）は田中商会株式会社（以下「乙」という。）に対し、以下の条項により後記機械を賃貸し、乙はこれを借り受ける。

第２条　賃貸条件は下記のとおりとする。

（１）保証金　金＊＊円

後記機械の搬入までに乙より甲に差入れ、預託期間中は利息を付さず、この譲渡は禁止する。

（２）賃料　月額金＊＊円とし、毎月分を前月末までに甲に持参又は送金払いとする。乙は額面金＊＊円、満期は各賃料の支払期日とする約束手形＊＊通を振り出し担保として差入れる。

（３）賃貸期間　後記機械の搬入のときから１年間とし、乙が甲に期間満了１ヶ月前までに向こう１年分の賃料支払担保のため、前項（２）に規定された約束手形＊＊通を差入れたときは、さらに１年間延長し、以後同様とする。但し１０年間で終了する。

第３条　乙は後記機械の使用に際し下記の事項を厳守する。

（１）後記機械は用法に従って使用し、過重の負担を課さない。

（２）善良な管理者の注意義務をもってこれを保管し、通常の維持修繕を乙の費用において実施する。

（３）甲の所有物件であることを公示し、第三者に対し甲の権利を主張する。

（４）故障の発生した場合には、直ちに甲に通知する。

（５）後記機械につき損害保険を付する。

第４条　甲は後記機械の性能を保証し、自然に発生した故障の修理をする義務を負う。

第５条　前条の故障発生の場合、甲は乙に対し故障期間中(乙より甲に対する故障の通知が到着した日から稼動の再開した日まで）の賃料相当額の範囲においてのみ損害賠償の義務を負う。

第６条　甲の責によらない事由により後記機械が毀損又は滅失した場合は乙は下記の額について損害賠償の義務を負う。

（１）毀損の場合は修理費相当額。この修理期間中、乙は賃料の支払義務を免れることができない。

（２）滅失の場合は使用期間に従い下記の金額。

①最初の６ヶ月間は金＊＊円

②７ヶ月より１年の間は①の金額の４分の３

③１年を超え２年までの間は①の金額の３分の２

④２年を超え４年までの間は①の金額の２分の１

⑤４年を超えたときは①の金額の３分の１

第７条　乙につき下記の事由が発生したときは、甲は催告を要せず、本契約を解除し、後記機械の返還を請求することができる。

（１）乙が賃料の支払を１ヵ月分でも怠ったとき

（２）手形不渡の事実の発生したとき（手形交換所における取引停止処分に至ることを要しない）

（３）破産、民事再生、会社更生、特別清算、会社整理あるいはこれに準ずる手続の申立があったとき

（４）乙が解散をしたとき、あるいは２週間以上営業又は工場の操業を理由なく停止したとき

（５）公租公課による滞納処分があったとき

（６）後記機械を２週間以上使用せず、放置したとき

（７）その他本契約に違反したとき

第８条　甲が本契約を解除したにもかかわらず、乙が後記機械を返還しないときは、甲は賃料の倍額に相当する金額の損害金を請求することができる。この場合、甲は賃料債権担保のため受領した約束手形を上記損害賠償請求の手段として取り立て、損害金に充当することができる。

第９条　保証金は本契約上の甲の乙に対する債権に充当し、残額があった場合、後記機械の返還を受けて検査完了後直ちに乙に返還する。

上記のとおり本契約が成立したので本証書２通を作成し、甲乙各１通を保有する。

平成＊＊年＊＊月＊＊日

　　　　　　　　　　　　　　　　貸主　（甲）東京都＊＊＊＊＊＊＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社山田工業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　山田太郎　印

　　　　　　　　　　　　　　　　借主　（乙）東京都＊＊＊＊＊＊＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　田中商会株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　田中五郎　印

機械の表示

略
